















Internationalization Strategy of Chinese ICT Multinational Firms: 
Huawei and ZTE Co. Ltd. Cases 










































































 ③先発多国籍企業のように、まずTOP（Top of Pyramid）市場やボリューム・ゾン
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 海外売上高順位（位） 海外直接投資額累計（位） 海外資産総額（位） 
華為技術 21 24 21 












順位 企業名 市場シェア 
１ エリクソン 33% 
２ ノキア・シーメンス 21% 
３ 華為技術 15% 
４ アルカテル・ルーセント 14% 
５ ノーザンテレコム 10% 
６ モトローラ 8% 














 華為が初めて開発した局用の交換機は半デジタル半機械式の JK1000 機であった。
その半年後には全デジタル式の交換機の開発に取り掛かり、1992~93年にかけて大量









































フリカで 27.8%（第 2 位）、南部アフリカで 26.2%（第 2 位）、アジア太平洋地域で
7.7%（第4位）、ラテンアメリカで9.7%（第3位）となっている(11)。 
 











1 回線当たり 6 元（約 0.75 ドル）であったのに対し、国外では 15~40 ドルとなって
いるのである(12)。 
 しかし、華為の北米市場での展開は決して順調ではなかった。2003 年 1 月にシス




パに目を向けるようになった。STM64 光伝送システムは 2000 年にドイツの




 ③ 多国籍企業化本格化段階（2006年以後） 
 華為の国際化の第3段階は、日本とアメリカ市場への進出と現地拠点の確立を中心
内容としている。2008年8月15日、華為はアメリカの新興移動通信キャリアである




と IPベースの無線基地局装置（BTS: Base Transceiver Station）で構成されるシス
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テムを、従来型より60%コスト減で供給したと報じられている。 





































大きなロシアと南米市場に重点を置いた。1997 年 4 月には、華為はロシアに合資会
社を設立し、現地化モデルで市場を開拓していた。2001年には、ロシア市場での売上
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 今日、華為の顧客は中国電信、中国移動、中国網通、中国聯通などの中国のメ    
ジャー通信キャリア以外に、ブリティッシュ・テレコム、AIS、テレフォニカ、シンガ
ポール・テレコム、ドイツ・テレコム、テリアソネラなどの企業も含んでいる。また、





















よび私有企業の中興維先通（49%）である。2013 年 12 月 31 日現在、中興新の持っ
ている 30.78%以外に、残りの 70%近くの中興の株式は市場投資家によって所有され
ている。図表-3は、中興のトップ10株主の持株情況である（図表-3参照）。2013年
















株        主 所有性格 持株比率(%) 
1. 中興新 国有法人 30.78 
2. 香港中央精算代理人有限公司 外資 18.28 
3. 中心信託有限責任公司―理財０６ その他 1.69 
4. 湖南南天集団有限公司 国有法人 1.09 
5. 中国農業銀行―大成創新成長混合型証券投資基金（LOF） その他 0.93 
6. 中国人寿保険股分有限公司―個人配当‐005L-FH002深 その他 0.86 
7. 全国社会保険基金―一六組合せ その他 0.81 
8. 中国人寿保険股分有限公司―普通保険‐005L-CT001深 その他 0.72 


































































Jersey, San Diego, Silicon Valleyの３箇所で研究所も立ち上げた。1999年には、旧
ユーゴスラビアＢＫ集団と総額 2.25 億ドルの GSM 移動通信機器の販売契約が結ば
れ、これは、中国が知的所有権を持つGSM移動通信設備の最初の輸出となった。2000
年には、韓国で CDMA 製品開発を中心とする研究所を設立し、3G PP2(The Third 
















































も進んでいる。現在、中興の 4000 人余りの市場要員のうち、外国籍の要員は 6 割以
上を占めている。今後もさらに増えると思われる。 
 3つ目は、資本の国際化である。中興は1997年に深圳証券取引所に上場した後、さ



































































































 (3) 田涛・呉春波〔2012〕『下一個倒下的会不会是華為』（中信出版社）p.XXVII. 
 (4) 以下は、丸川知雄・中川涼司編著〔2008〕『中国発・多国籍企業』（同友館）を参照されたい。 
 (5) 丸川〔2004〕「華為技術有限公司」『成長する中国企業 その脅威と限界』（国際貿易投資研究所
監修・今井理之編著、第1章、リプロ）pp.17~27. 




 (8) （前掲），田涛・呉春波〔2012〕。 
 (9) 中川涼司〔2008〕「華為技術（ファーウェイ）と聯想集団（レノボ）」『中国発・多国籍企業』
（丸川知雄・中川涼司編著、第4章、同友館〕pp.76~78. 
 (10) 以下は、中川涼司〔2008〕（（前掲），丸川・中川〔2008〕）に負うところが大きい。 
 (11) 中川〔2008〕、前掲、p.80. 
 (12) 中川〔2008〕、前掲、p.81. 
 (13) 中川〔2008〕、前掲、p.82. 
 (14) 長島忠之〔2014〕「多様化する中国の対日直接投資」『続・中国企業の国際化戦略』（大木博己・
清水顕司編著、第16章、ジェトロ）pp.262~276. 
 (15) 劉高遠〔2014〕「華為技術の経営戦略」作新学院大学・修士論文〈未公刊〉 





 (18) 華為の URL.:http://www.huawei.com/en/about-huawei/corporate-info/index.htm.（2014 年
12月30日アクセス）。 
 (19) 前掲拙稿〔2014〕を参照されたい。 
 (20) ZTEの社内資料参照。 
 (21) 大木博己〔2014〕「中興通訊（ZTE）」（大木博己・清水顕司編著、前掲、第8章）pp.130~131. 
 (22) 以下は、前掲拙稿〔2014〕、pp.73~74を参照されたい。 
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